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秋・春の火災予防運動をはじめ、年間計画に基づく防火対象物の立入検査、

歳末火災特別警戒、消防訓練指導等を行い、地域住民及び事業所等に火災予防

と人命の安全確保を呼びかけ、防火意識の高揚に努めています。  
 

１ 火災予防運動 

 

（１）秋季火災予防運動  11 月９日～11 月 15 日 

ア 重点目標 

 （ア）住宅防火対策の推進  
（イ）乾燥時及び強風時の火災発生防止対策の推進  
（ウ）放火火災防止対策の推進  
（エ）特定防火対象物等における防火安全対策の徹底  
（オ）製品火災の発生防止に向けた取組の推進  

  イ 主な実施事項  
  （ア）火災予防広報の実施（各種広報媒体を活用しての広報）  
  （イ）事業所等への協力依頼  
  （ウ）立入検査の実施（特定防火対象物、危険物施設等）  

（エ）住宅防火診断 

 
（２）春季火災予防運動  ３月１日～３月７日 

  ア  重点目標  
（ア）住宅防火対策の推進 

  （イ）乾燥時及び強風時の火災発生防止対策の推進  
  （ウ）放火火災防止対策の推進 

  （エ）特定防火対象物等における防火安全対策の徹底  
（オ）林野火災予防対策の推進 

  イ 主な実施事項  
  （ア）火災予防広報の実施（各種広報媒体を活用しての広報）  
  （イ）事業所等への協力依頼  
  （ウ）立入検査の実施（特定防火対象物、営業用バス、移動タンク貯蔵所 

等）  
  （エ）林野火災防止標識の点検及び整備 

 



２　防火管理者等調

1,835 (34)件

※（　）内は清川村の防火対象物数。

  防火管理者の選任及び消防計画の届出を必要とする防火対象物

(令和６年３月31日現在)

3

26

6

1

3

121

210

40

307

30

105

50

17

62

1

24

87

72

192

385

91

2

(1)

(7)

(1)

(1)

(3)

(2)

(1)

(2)

(1)

(1)

(1)

(3)

(10)

観覧場

公会堂・集会場

遊技場

風俗店

カラオケボックス

飲食店等

物品販売等

旅館・ホテル等

共同住宅等

病院・診療所等

入所福祉施設等

通所福祉施設等

幼稚園等

学校等

図書館等

神社・寺院等

工場・作業場等

倉庫

事務所等

複合（特定）

複合(非特定)

重要文化財施設

厚木 清川

100 400(件)200 300
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３　消防法・火災予防条例に基づく届出等処理状況

届 出 別
厚　木　市

届 出 数  (件)
清　川　村

届 出 数  (件)

防 火 管 理 者 選 任 （ 解 任 ） 届 618 6

消 防 計 画 作 成 （ 変 更 ） 届 352 3

消 防 用 設 備 等 の 点 検 結 果 報 告 書 2,505 23

ボ イ ラ ー 設 備 等 29 -

防 火 対 象 物 使 用 開 始 224 1

水 素 ガ ス を 充 て ん す る 気 球 - -

催 物 開 催 8 1

電 気 設 備 64 2

喫 煙 等 禁 止 行 為 の 解 除 承 認 申 請 10 -

合　           　計 3,810 36

４　防火対象物定期点検報告制度

◎実施目的及び実施対象物の状況

るとともに、防火安全上の目安に活用してもらうことを目的としています。

　令和６年３月31日現在、38件の防火対象物に「防火優良認定証」の表示に

係る通知書を交付しています。

　この制度は、旅館、ホテル等不特定多数の者を収容する防火対象物の管理

権原者等による防火管理の徹底を図ることを目的に一定の規模、用途の管理

(令和５年度）

権原者等に対し、点検報告を義務付けるもので、消防機関が行う法令要件に

該当する旨、又は防火対象物点検基準に適合した建物である旨を「防火優良

認定証及び防火基準点検済証」で表示し、広く市民に防火上の情報を提供す
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５ 幼稚園児、小学生の消防署見学の推移

R1 R2 R3 R4 R5

2,949 0 1,124 2,627 2,636

年 度

見 学 者 数 （ 人 ）

　幼稚園等の保育活動及び小学生の社会科校外学習等の一環として、消防署を見学さ
れた方々に火災等についての講話を行い、消防署員の訓練状況や消防についての知識
を高めていただくとともに、火災予防思想の普及に努めています。

2,949

0

1,124

2,627 2,636

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R1 R2 R3 R4 R5

見学者数（人）

（年度）
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2.22 4.75 1.42 1.96 0.43 4.90 2.71 1.48 0.77

2.18 3.05 1.37 1.52 0.43 3.93 2.47 1.37 0.77

７　初期消火協力の推進

　　

　

　(令和５年中)

厚木本署

雑草土地面積

処理済土地面積

水道水 消火器 消火設備

北本署

(令和５年度)

６  雑草地の指導

（ヘクタ－ル）

依知分署 相川分署 小鮎分署

　毎年10月１日から翌年３月31日までを雑草火災防止対策期間として、空き地等に

繁茂している火災予防上危険な雑草の処理について指導を行いました。

　令和５年度中の状況は、20.64ヘクタール（所有者296人)の雑草地を対象に10月

上旬に実態調査を実施し、11月に文書による刈取り依頼、12月に刈取り指導を行う

など、１月に最終調査を実施した結果、17.09ヘクタ－ル（所有者251人）の雑草地

約83.0％が処理されました。

　不幸にして発生した火災の被害を最小限にとどめるには、適切な初期消火活動が

大切です。

　令和５年中、初期消火活動が有効だった火災は25件ありました。

所属別

土地面積等
睦合分署

単位：ヘクタール

清川分署南毛利分署

　　　（所属別）

玉川分署

25608

合計（件）

11

その他

2.22 

4.75 

1.42 

1.96 

0.43 

4.90 

2.71 

1.48 

0.77 

2.18 

3.05 

1.37 1.52 

0.43 

3.93 

2.47 

1.37 

0.77 

0

1

2

3

4

5

6

厚木本署 北本署 南毛利分署 依知分署 相川分署 小鮎分署 睦合分署 玉川分署 清川分署

雑草土地面積

処理済土地面積
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８　立入検査実施状況

消

防

用

設

備

関

係

建
築
物
関
係

火
気
使
用
関
係

電

気

関

係

危
険
物
関
係

防
火
管
理
関
係

そ

の

他

厚木市 2 1 1 1 - - - - - -

清川村 - - - - - - - - - -

厚木市 32 24 77 33 - - - 1 37 6

清川村 - - - - - - - - - -

厚木市 6 3 16 10 - - - - 6 -

清川村 - - - - - - - - - -

厚木市 19 8 30 12 - 1 - 2 12 3

清川村 3 3 10 7 - - - - 3 -

厚木市 19 16 76 36 2 4 - - 28 6

清川村 - - - - - - - - - -

厚木市 47 37 118 77 7 - - 5 25 4

清川村 - - - - - - - - - -

厚木市 103 96 938 247 15 7 2 3 606 58

清川村 1 1 1 - - - - - 1 -

厚木市 97 47 185 81 2 4 - 3 88 7

清川村 2 2 9 6 1 - - - 1 1

厚木市 66 35 72 5 3 - - 64 - -

清川村 - - - - - - - - - -

厚木市 391 267 1,513 502 29 16 2 78 802 84

清川村 6 6 20 13 1 - - - 5 1
合 計

病 院 等

工 場 ・ 倉 庫 等

複合用途（特定）

上記以外の対象物

危 険 物 施 設 等

観覧場・集会場等

飲食店・物品販売

旅 館 ・ ホ テ ル

共 同 住 宅

(令和５年度)

立

入

検

査

実

施

数

指
導
対
象
物
数

指

導

事

項

数

指 導 事 項 内 容概要

用途別
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９　消防同意事務等

（１）過去10年間の同意件数

（２）月別同意件数

厚木 清川 厚木 清川 厚木 清川 厚木 清川 厚木 清川 厚木 清川 厚木 清川

43 1 43 1 - - - - - - - - - -

58 1 58 1 - - - - - - - - - -

69 1 69 1 - - - - - - - - - -

47 - 46 - 1 - - - - - - - - -

44 - 44 - - - - - - - - - - -

42 - 42 - - - - - - - - - - -

46 - 46 - - - - - - - - - - -

48 - 45 - - - - - 3 - - - - -

46 1 44 1 1 - 1 - - - - - - -

44 - 40 - 3 - - - 1 - - - - -

46 - 44 - 2 - - - - - - - - -

38 - 38 - - - - - - - - - - -

571 4 559 4 7 - 1 - 4 - - - - -

(令和５年度）

　　　区分
  月

移転件数用途変更件数 その他の件数

8

合  計

合計件数 新築件数 増築件数

3

11

12

1

7

10

9

5

4

2

改築件数

6

848
764 807

732
792

725
661 632 627

571

8

6

1

1
2 1

4

0

300

600

900

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

厚木 清川
（件）

（年度）
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厚 木 依 知 睦 合 荻 野 小 鮎 玉 川 南毛利 相 川 清 川 合計

35 98 79 39 31 - 132 26 - 440

25 2 7 2 - - 9 1 - 46

13 18 13 5 9 2 17 8 4 89

73 118 99 46 40 2 158 35 4 575合 計

（３）地区別及び用途別同意件数

(令和５年度）

　　　　　地 区
用 途

専 用 住 宅

共 同 住 宅

特 殊 建 築 物

-

50

100

150

200

250

厚木 依知 睦合 荻野 小鮎 玉川 南毛利 相川 清川

（件）

（地区別）

専用住宅 共同住宅 特殊建築物
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10　防火対象物状況（消防用設備等の設置対象物数を示す。）　　

厚木市 清川村 厚木市 清川村 厚木市 清川村

イ 劇場・映画館・演芸場等 6 - 6 - 6 -

ロ 公会堂・集会場 39 1 38 1 38 1

ロ 遊技場・ダンスホール 12 - 8 - 8 -

ハ 風俗営業等を営む店舗等 2 - 2 - 2 -

ニ カラオケボックス等 3 - 3 - 3 -

3 ロ 飲食店 125 1 123 1 124 1

4 百貨店・マーケット等 328 1 329 2 330 2

イ 旅館・ホテル・宿泊所等 67 34 66 34 67 35

ロ 寄宿舎・下宿・共同住宅 4,058 3 4,101 3 4,117 3

6 ※詳細は次頁による 319 12 327 12 334 12

7 小学校・中学校・高等学校・大学、各種学校等 269 3 268 3 270 3

8 図書館・博物館・美術館等 4 1 4 1 4 1

11 神社・寺院・教会等 41 1 41 1 41 1

12 イ 工場・作業場 713 4 715 4 711 4

13 イ 自動車車庫・駐車場 71 1 72 1 73 1

14 倉庫 1,069 3 1,075 3 1,060 3

15 前各項に該当しない事業場 1,225 11 1,246 10 1,236 10

イ １～４、５イ、６、９イを含む複合用途防火対象物 809 11 807 11 814 11

ロ イ以外の複合用途防火対象物 576 - 573 - 577 -

17 重要文化財施設等 10 - 10 - 10 -

18 延長５０ｍ以上のアーケード 1 - 1 - - -

9,747 87 9,815 87 9,825 88

消防法施行令別表第一に掲げる防火対象物の区分

(令和６年３月31日現在)

令和３年度 令和４年度

合         　　　　計

令和５年度

16

1

2

5
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防火対象物状況（６項詳細）　　

厚木市 清川村 厚木市 清川村 厚木市 清川村

(1)診療科名中に特定診療科名を有し、医療法に規定す
る療養病床又は一般病床を有するもの 14 2 14 2 14 2

(2)診療科名中に特定診療科名を有し、４人以上の患者
を入院させるための施設を有するもの 2 - 2 - 2 -

(3）病院（(1)に掲げるものを除く。）、患者を入院さ
せるための施設を有する診療所（(2)に掲げるものを除
く。)又は入院施設を有する助産所

9 2 9 2 9 2

(4)患者を入院させるための施設を有しない診
療所又は入所施設を有しない助産所

72 1 72 1 71 1

(1)高齢者施設
　 避難が困難な要介護者を主として入居させ
 るもの

83 3 86 3 87 3

(2)救護施設等 - - - - - -

(3)乳児院 - - - - - -

(4)障害児入所施設等 - - - - - -

(5)障害者施設
　 避難が困難な障害者等を主として入所させ
 るもの

28 1 30 1 33 1

(1)高齢者施設
   6項ロ(1)に掲げるものを除くもの

17 1 17 1 17 1

(2)更生施設等 - - - - - -

(3)助産施設、保育所等 34 1 34 1 35 1

(4)児童発達支援センター等 1 - 1 - 1 -

(5)障害者施設
   6項ロ(5)に掲げるものを除くもの

38 - 41 - 44 -

ニ 幼稚園等 21 1 21 1 21 1

319 12 327 12 334 12合　　　　計

6

ロ

ハ

(令和６年３月31日現在)

令和５年度

イ

令和４年度
消防法施行令別表第一に掲げる防火対象物の区分

令和３年度
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階　数 高さ 延 面 積

（地上/地下） (ｍ） （㎡）

1 26／１ 107 57,400 (16)イ

2 22／２ 78 24,400 (16)イ

3 21／１ 69 18,800 (16)イ

4 16／１ 59 11,800 15

5 19／１ 57 10,000 (５)ロ

6 19／０ 57 12,500 (５)ロ

7 14／１ 55 12,100 15

8 10／２ 51 106,900 15

9 13／１ 51 16,300 7

10 12／１ 50 9,700 15

11 16／０ 48 7,600 (５)ロ

12 12／０ 48 3,900 (16)イ

13 ９／１ 47 43,600 15

14 14／２ 46 19,800 (16)イ

15 15／０ 45 4,000 (５)ロ

※　用途は、消防法施行令別表第一に掲げる用途区分による。

神奈川工科大学　情報学部棟

リーフィアレジデンス本厚木 栄町2-7-12

11　高層建築物の状況

所 在 地

(１) 高層建築物数　129件　

番 号

中町3-16-1

(令和６年３月31日現在）(２) 主な高層建築物　

信金中央金庫厚木システムセンター 森の里青山22

ルリエ本厚木

レーベン本厚木
ＴＨＥ ＭＡＳＴＥＲＳ ＴＯＷＥＲ

寿町3-1

プレミスト本厚木

中町4-13-1

中町4-13-2

日産テクニカルセンター　103号棟

ザ・パークハウス本厚木タワー
本厚木ミハラス 旭町1-25-1

メイテック厚木テクノセンター　本部棟 森の里青山15-1

下荻野1030

ポレスター本厚木 泉町13-10

岡津古久560-2

第１伊藤ビル 旭町1-24-13

　　 (高さが31メートルを超える建築物及び地階を除く階数が11以上の建築物。）

厚木アクストメインタワー 岡田3050

リヴァージュ21 東町2-1

ＴＲＵＮＫ本厚木 中町2-1-18

名 称 用 途

厚木ビジネスタワー
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   階層

地区

３
階

４
階

５
階

６
階

７
階

８
階

９
階

10
階

11
階

12
階

13
階

14
階

15
階

16
階

19
階

21
階

22
階

26
階

合  計
（棟）

厚 木 454 130 171 103 73 54 38 21 12 19 11 21 9 2 2 1 1 - 1,122

依 知 179 37 10 3 4 2 1 - - 1 - - - - - - - - 237

睦 合 248 68 75 8 4 2 1 1 - - 2 1 - - - - - - 410

荻 野 57 18 48 1 4 6 1 2 1 - 1 - - - - - - - 139

小 鮎 58 22 8 4 6 1 2 1 - - - 1 - - - - - - 103

玉 川 42 34 12 4 - 2 - 1 - - - - - - - - - - 95

南毛利 323 80 48 31 17 4 5 1 3 2 - 4 - - - - - - 518

相 川 152 41 50 7 9 2 1 2 1 - - - - - - - - 1 266

清 川 2 6 - - - - - - - - - - - - - - - - 8

合計
（棟）

1,515 436 422 161 117 73 49 29 17 22 14 27 9 2 2 1 1 1 2,898

776301合　　　　　　計

-

11

-

-

3

1

-

-

176

3

2

-

3

2

-

-

15

1

13

-

56

26

3

20

293

-

185

-

-

1

-

11

8

11

10

3

1

28

-

39

12

2

2

18

28

6

1

（３）地区別・中高層建築物数　　　　　　　　　　　　　　　（令和６年３月31日現在）

12　消防用設備等着工・設置届出状況
（令和５年度）

設 置 届 出 数着 工 届 出 数

83

設 備 名

　　　消火器

　　　屋内消火栓設備

　　　スプリンクラー設備

　　　泡消火設備

　　　粉末消火設備

　　　動力消防ポンプ設備

　　　屋外消火栓設備

　　　不活性ガス消火設備

　　　ハロゲン化物消火設備

　　　自動火災報知設備

　　　ガス漏れ火災警報設備

　　　漏電火災警報器

　　　消防機関へ通報する火災報知設備

　　　非常警報設備（ベル）

　　　非常警報設備（放送）

　　　連結送水管

　　　非常コンセント設備

      パッケージ型消火設備

　　　避難器具

　　　誘導灯

　　　誘導標識

　　　消防用水

　　　排煙設備

　　　連結散水設備
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13 危険物施設

（１）危険物

（２）危険物施設の状況

（３）過去10年間の危険物施設の推移

　危険物施設数は、令和６年３月31日現在434施設となっています。

　施設別にみると屋内貯蔵所が94施設（21.7％）で最も多く、次に地下タンク貯

蔵所が88施設（20.3％）、給油取扱所が80施設（18.4％）の順となり、また、地

区別にみると依知地区及び南毛利地区に施設が多く設置されていますが、これは

両地区に工業団地があり工場等が多数存在しているためです。

　一般的に危険物とは、引火性物質、爆発性物質、毒劇物あるいは放射性物質な

どの危険性のあるものを称している場合が多く、消防法上の危険物は消防法第２

条第７項において「別表第一の品名欄に掲げる物品で、同表の性質欄に掲げる性

状を有するものをいう。」と定義されています。

　なお、消防法では指定数量以上の危険物の貯蔵、取扱いを原則的には禁止して

おり指定数量以上の危険物を貯蔵、取り扱う場合は許可を受けなければならない

と規定され貯蔵、取扱いの許可を受けた施設が「危険物施設」です。

　また、危険物はあらゆる生活分野に浸透している石油製品等に代表されるよう

に、社会生活の向上に大きく貢献している反面、ひとたびその取扱い等を誤ると

火災や爆発事故等の災害を引き起こす潜在的な危険性を有しています。

523 522

478
469 469

465
460

445
434

400

420

440

460

480

500

520

540

560

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（施設数）

(令和６年３月31日現在）
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14 地区別危険物施設

434 38 115 39 29 41 47 64 45 5 11

2 - 2 - - - - - - - -

94 3 31 6 8 7 11 11 15 2 -

19 - 11 - - 3 1 3 1 - -

9 4 1 - - - 1 - 2 - 1

88 10 24 - 3 4 13 17 12 - 5

8 - 1 - 3 1 2 1 - - -

37 7 - 18 3 4 1 1 - - 3

14 - 8 - - 3 - 3 - - -

37 2 8 5 4 3 1 7 6 - 1

43 1 9 5 5 6 2 7 6 1 1

1 1 - - - - - - - - -

1 - - 1 - - - - - - -

81 10 20 4 3 10 15 14 3 2 -

15 危険物施設等立入検査状況

屋
 
 
 
内

屋
外
タ
ン
ク

屋
内
タ
ン
ク

地
下
タ
ン
ク

簡
易
タ
ン
ク

移
動
タ
ン
ク

屋
 
 
 
外

給
 
 
 
油

第
１
種
販
売

第
２
種
販
売

一
 
 
 
般

434 2 94 19 9 88 8 37 14 80 1 1 81

66 - 3 1 1 11 1 22 - 12 1 1 13

151 - 6 2 2 22 2 63 - 24 2 2 26

35 - 2 1 - 8 - 3 - 12 1 1 7

72 - 3 1 ‐ 13 ‐ 3 - 34 3 3 12

屋 外 タ ン ク

南毛利厚木合計 玉川小鮎荻野睦合依知

　　　※移動タンク貯蔵所の検査実施施設数は、他市町村長の許可施設を含む。

貯

蔵

所

取

扱

所

地 下 タ ン ク

簡 易 タ ン ク

移 動 タ ン ク

計

製

造

所

屋 内

屋 外

緑ヶ丘相川

2.1

構成比(%)

100

0.5

21.7

4.4

清川村

　　　 施設別 貯 蔵 所

8.5

9.9

0.2

20.3

1.8

8.5

3.2

取　扱　所

屋 内 タ ン ク

指 導 事 項 数

検査実施施設数

延 べ 人 員

給 油 ( 営 業 )

給 油 ( 自 家 )

第 1 種 販 売

第 2 種 販 売

施 設 数

 

 区　分

(令和５年度）

(令和６年３月31日現在)

一 般

指 導 施 設 数

0.2

18.7

　　　　　　地区別
 施設別

合 計

製 造 所
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16 危険物施設の事務処理状況

区分

17 少量危険物等届出状況

(令和５年度）

(令和５年度)

- - - 5 3 -

- -

廃止届出数 9 - - 1 -

- 10 10 1

- 15 14 17 - -

開始届出数 30 - - 2 7

類
す
る
物
品

取
　
　
　
扱

貯
　
　
　
蔵

移
動
タ
ン
ク

区分

合　計 39 - - 3

可
燃
性
固
体
類

石
炭
・
木
炭
類

可
燃
性
液
体
類

2

合
成
樹
脂
類

再
生
資
源
燃
料

そ
 
の
 
他

274 2 -

- -

49

施設別

計

指定可燃物 少量危険物

13 8 78小　　計 216 - 27 6

1 - 3

- -

4その他の届出 9 - - - -- 1

2 - 8 - - 3廃 　止 18 - 2 2 1

2 - - - - -

- 1

譲 渡 引 渡 4 - - - - 2 -

- - - - 1 -種類、数量変更 11 - 9 - -

- 1 15 1 - 5

- -

保安監督者 31 - 7 - - 1 1

3 - - - 2 -休止再開 5 - - - -

- 1 19 1 - 11

- 22

住所氏名 51 - 5 - 1 12 1

- - - 1 38 -軽微変更 63 - 1 1 -

2 5 - - - 3

93

資
料
提
出
書

取扱者 24 - 3 3 2 6 -

- 10 - 67 - -

- - -

小　　計 188 - 4 6 - 8

- - - - - -

- - - - -

水　張　検　査 - - - -

-

水　圧　検　査 - - - - - - - -

- - - 13 - -

- - -

変更 13 - - - - -

- - - - - -
予防規程

制定 - - - -

- - 17 - - 30

- 23

仮　使　用 49 - - 2 - - -

3 - 3 - 19 -

- - - 4

変  更 52 - 2 2 -

- - 1 - 2 -

- 18 - - 34

完成
設  置 7 - -

2

変  更 62 - 2 2 - 3 - 3

- 2 - - - -

- 142

許可
設  置 5 - - - - 1

35 2 23 8 145 2合　　計 404 - 31 12 4

移
動
タ
ン
ク

屋
　
　
　
外

給
　
　
　
油

第
1
種
販
売

第
2
種
販
売

一
　
　
　
般

施設別

計

製
 
造
 
所

貯蔵所 取扱所

屋
　
　
　
内

屋
外
タ
ン
ク

屋
内
タ
ン
ク

地
下
タ
ン
ク

簡
易
タ
ン
ク
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危険物手数料

（１）手数料納入額

　※タンク検査欄の下段は､指定数量未満の危険物等の手数料納入額

（２）過去10年間の危険物手数料の推移

18

　指定数量以上の危険物を貯蔵又は取扱いをする場合及び指定数量以下の少量危険物を貯蔵

又は取扱いをするタンクの水張検査等を受ける場合の市条例に基づく手数料納入額です。

仮貯蔵・仮取扱・仮使用

金額(円)

区 分

2,377,650

変更許可

― 5,400

仮貯蔵

156,000

合 計
タンク検査

水圧水張

許 可 及 び 完 成 検 査

設置許可

1,296,000

(令和５年度)

仮使用完成検査

650,250
―

― ―

―
270,000

仮取扱

279.2 

252.7 251.9 

235.0 

270.1

231.6

324.8 

356.4

302.3

237.8

180.0

280.0

380.0

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

(万円）
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